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日
本
経
済
の
現
状
は
、
完
全
雇
用
の
域
に

入
っ
て
い
る
。７
月
の
完
全
失
業
率
２・

８
％
は
、
バ
ブ
ル
末
期
の
ボ
ト
ム
２
・

０
％
に
は
及
ば
な
い
も
の
の
、
イ
ン
フ
レ
も
バ
ブ
ル

も
な
く
順
調
に
成
長
し
て
い
た
86
〜
87
年
と
同
水
準

で
あ
り
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
今
日
ま
で
の
25
年
間
で
は

最
低
水
準
で
あ
る
。
有
効
求
人
倍
率
は
、７
月
に
１・

52
倍
と
、
バ
ブ
ル
期
の
ピ
ー
ク
（
１
・
45
倍
）
を
上

回
っ
た
。

　

バ
ブ
ル
崩
壊
後
低
成
長
率
を
続
け
て
い
る
日
本
経

済
が
、
早
く
も
完
全
雇
用
の
域
に
入
っ
て
き
た
の
は

な
ぜ
だ
ろ
う
か
。
21
世
紀
に
入
っ
て
か
ら
の
先
進
５

カ
国
と
ユ
ー
ロ
圏
の
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
、実
質
）

を
、
２
０
０
０
年
を
１
０
０
と
し
た
指
数
で
描
い
て

み
る
と
、
図
１
の
よ
う
に
日
本
の
成
長
が
確
か
に
一

番
遅
い
。
し
か
し
同
じ
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
生
産
年
齢
人
口
一

人
当
た
り
に
直
し
て
み
る
と
、
図
２
の
よ
う
に
日
本

が
一
番
高
い
成
長
を
し
て
い
る
。
つ
ま
り
生
産
年
齢

人
口
の
減
少
の
割
に
、
日
本
が
一
番
高
い
成
長
を
し

て
い
る
の
で
、
完
全
雇
用
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　

Ｇ
Ｄ
Ｐ
ベ
ー
ス
の
需
給
ギ
ャ
ッ
プ
（
需
要
と
供
給

の
か
い
離
、
日
銀
推
計
）
を
見
る
と
、
昨
年
第
３
四

半
期
（
７
〜
９
月
）
か
ら
需
要
超
過
と
な
り
、
今
年

第
１
四
半
期
（
１
〜
３
月
）
の
需
要
超
過
は
０
・
79

％
の
プ
ラ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
第
２
四
半
期
（
４
〜

６
月
）
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
年
率
２
・
５
％
（
２
次

速
報
）
と
な
っ
た
の
で
、
１
％
弱
の
潜
在
成
長
率
の

下
で
、需
要
超
過
は
か
な
り
拡
大
し
て
い
る
は
ず
だ
。

　

日
本
銀
行
法
に
よ
る
と
、
日
銀
は
「
物
価
の
安
定

を
図
る
こ
と
を
通
じ
て
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
に

資
す
る
こ
と
を
も
っ
て
、そ
の
理
念
と
す
る
」（
第
１

条
）
と
書
い
て
あ
る
。
こ
れ
を
経
済
学
の
言
葉
に
直

せ
ば
、「
持
続
的
成
長
で
完
全
雇
用
を
維
持
し
、国
民

の
経
済
的
厚
生
を
高
め
る
」
こ
と
が
最
終
目
標
で
あ

り
、「
物
価
の
安
定
」
は
こ
の
最
終
目
標
を
達
成
す
る

た
め
の
中
間
目
標
、
い
わ
ば
手
段
で
あ
る
。
こ
れ
か

ら
は
現
在
の
成
長
と
完
全
雇
用
を
維
持
し
、
現
在
の

物
価
状
況
の
下
で
、
国
民
生
活
の
安
定
と
向
上
を
図

る
の
が
、
法
の
定
め
る
日
銀
の
使
命
で
あ
ろ
う
。

　

最
終
目
標
が
達
成
さ
れ
て
い
る
時
に
、
い
わ
ば
そ

の
手
段
に
過
ぎ
な
い
「
２
％
の
物
価
上
昇
」
と
い
う

中
間
目
標
に
固
執
す
る
の
は
無
意
味
で
あ
り
、
論
理

の
矛
盾
で
あ
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
日
銀
は
、
２
％

を
超
え
る
物
価
上
昇
が
安
定
的
に
続
く
ま
で
現
在
の

超
金
融
緩
和
を
続
け
る
と
い
う
「
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー

ト
型
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
」
を
し
て
い
る
。
こ
れ
は
極

め
て
危
険
で
あ
る
。

　

高
度
成
長
が
始
ま
っ
た
１
９
５
５
年
か
ら
今
日
ま

で
の
60
年
間
で
、消
費
者
物
価
（
生
鮮
食
品
を
除
く
）

の
前
年
比
が
「
安
定
的
」
に
２
％
を
超
え
た
の
は
、

①
企
業
規
模
別
賃
金
格
差
が
縮
小
し
た
高
度
成
長
期

後
半
、
②
初
の
円
切
り
上
げ
後
の
過
剰
流
動
性
イ
ン

フ
レ
期
、③
ル
ー
ブ
ル
合
意
以
降
の
バ
ブ
ル
最
盛
期
、

の
３
回
だ
け
で
あ
る
。

　

消
費
者
物
価
の
上
昇
率
が
２
％
を
安
定
的
に
超
え

る
時
は
、
日
本
で
は
ミ
ニ
バ
ブ
ル
と
マ
イ
ル
ド
イ
ン

フ
レ
の
時
期
で
あ
り
、
そ
れ
は
必
ず
加
速
し
て
「
物

価
安
定
を
通
じ
る
持
続
的
成
長
と
完
全
雇
用
」
を
崩

し
、
人
々
の
生
活
を
脅
か
す
。
そ
う
な
る
前
に
超
金

融
緩
和
を
手
仕
舞
う
の
が
「
出
口
政
策
」
で
あ
る
。

長
期
金
利
は
プ
ラ
ス
に

　

出
口
政
策
の
タ
イ
ミ
ン
グ
は
、
早
過
ぎ
て
も
遅
過

ぎ
て
も
失
敗
の
コ
ス
ト
が
大
き
い
。
早
過
ぎ
れ
ば
、

せ
っ
か
く
「
流
動
性
の
罠
（
金
利
が
ゼ
ロ
近
く
に
な

鈴
木　

淑
夫
（
元
日
銀
理
事
、
元
衆
議
院
議
員
）

日
銀
は
今
す
ぐ
出
口
に
向
か
え

出
口
戦
略
を
語
る
の
は
ま
だ
早
い
と
日
銀
は
言
う
が
、
早
す
ぎ
る

リ
ス
ク
よ
り
、
遅
す
ぎ
る
リ
ス
ク
を
恐
れ
る
べ
き
だ
。

金
融
政
策
を
問
う 
①

日
銀
が
量
的
緩
和
で
大
量
の
国
債
を
買
い
続
け
、
経
済
的
な
混
乱
を

懸
念
す
る
声
が
高
ま
っ
て
い
る
。
安
倍
晋
三
首
相
は
解
散
に
打
っ
て

出
た
が
、
金
融
・
財
政
政
策
の
出
口
は
見
え
な
い
。
識
者
に
聞
い
た
。
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る
と
通
常
の
金
融
政
策
が
効
か
な
く
な
る
こ
と
）」か

ら
抜
け
出
し
た
経
済
を
再
び
長
期
停
滞
に
突
き
落
と

し
て
し
ま
う
。

　

し
か
し
遅
過
ぎ
る
と
、
マ
イ
ル
ド
イ
ン
フ
レ
と
ミ

ニ
バ
ブ
ル
の
下
で
、
経
済
全
体
の
投
資
効
率
は
低
下

す
る
。
イ
ン
フ
レ
と
バ
ブ
ル
が
加
速
し
て
か
ら
の
急

激
な
引
き
締
め
は
、
長
期
金
利
の
急
上
昇
で
中
央
銀

行
や
民
間
金
融
機
関
の
保
有
資
産
の
評
価
損
を
大
き

く
し
、
通
貨
・
金
融
市
場
・
金
融
シ
ス
テ
ム
の
信
認

が
動
揺
す
る
。
政
府
も
金
利
負
担
の
上
昇
と
国
債
市

場
の
混
乱
で
財
政
の
信
認
が
問
わ
れ
か
ね
な
い
。
最

終
的
な
経
済
の
長
期
的
損
失
は
、
遅
過
ぎ
た
場
合
の

方
が
大
き
い
。

　

日
米
欧
先
進
国
の
中
央
銀
行
は
、
リ
ー
マ
ン
・
シ

ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
金
融
危
機
と
世
界
同
時
不
況

に
対
処
す
る
た
め
、量
的
緩
和
政
策
（
Ｑ
Ｅ
）、ゼ
ロ

金
利
政
策
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
な
ど
の
「
非
伝
統

的
」
金
融
政
策
を
行
っ
て
き
た
が
、
そ
の
結
果
中
央

銀
行
の
保
有
資
産
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
そ
れ
以
前
の
２

〜
３
倍
に
膨
れ
上
が
っ
て
い
る
。
従
っ
て
出
口
政
策

で
は
、
膨
張
し
た
中
央
銀
行
の
保
有
資
産
を
正
常
な

水
準
に
戻
し
て
、金
利
上
昇
時
の
損
失
を
小
さ
く
し
、

ま
た
民
間
の
金
融
機
関
や
市
場
の
保
有
資
産
を
適
正

水
準
に
回
復
し
て
金
融
機
関
経
営
と
市
場
機
能
を
正

常
化
す
る
こ
と
が
目
標
と
な
る
。そ
の
手
順
は
通
常
、

中
央
銀
行
の
資
産
買
入
額
の
縮
小
・
中
止
（
Ｑ
Ｅ
終

了
）、
マ
イ
ナ
ス
金
利・ゼ
ロ
金
利
の
中
止
（
利
上
げ

開
始
）、中
央
銀
行
資
産
の
圧
縮
、と
い
う
順
で
行
わ

れ
る
。

　

先
進
国
の
中
で
世
界
同
時
不
況
後
の
景
気
回
復
が

一
番
早
か
っ
た
米
国
で
は
、
連
邦
準
備
制
度
理
事
会

（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）が
２
０
１
４
年
初
め
か
ら
資
産
買
入
額
を

縮
小
（
テ
ー
パ
リ
ン
グ
）
し
始
め
、
10
月
に
資
産
買

入
を
中
止
し
て
Ｑ
Ｅ
を
終
了
し
た
。
そ
の
間
長
期
市

場
金
利
の
急
騰
を
避
け
る
た
め
、
償
還
期
を
迎
え
た

保
有
資
産
は
補
充
し
、
保
有
資
産
総
額
の
圧
縮
で
は

な
い
こ
と
を
示
し
続
け
た
。

　

次
に
15
年
12
月
に
、
０
〜
０
・
25
％
で
あ
っ
た
Ｆ

Ｆ
レ
ー
ト
の
誘
導
目
標
を
０
・
25
〜
０
・
５
％
へ
引

き
上
げ
、
ゼ
ロ
金
利
政
策
を
終
了
。
そ
の
後
本
年
６

月
ま
で
０
・25
％
ず
つ
３
回
誘
導
金
利
を
引
き
上
げ
、

現
在
は
１
・
０
〜
１
・
25
％
で
あ
る
。
10
月
以
降
、

景
気
回
復
が
予
想
通
り
順
調
に
推
移
し
て
い
る
と
判

断
し
、
い
よ
い
よ
長
期
金
利
上
昇
を
伴
う
保
有
資
産

の
圧
縮
に
着
手
す
る
。

　

一
方
、
欧
州
中
央
銀
行
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
）
は
本
年
４
月

か
ら
資
産
買
入
額
の
圧
縮
を
始
め
、
近
い
将
来
の
利

上
げ
開
始
を
示
唆
し
て
い
る
。

　

日
本
銀
行
は
出
口
政
策
を
始
め
る
に
当
た
り
、
ま

ず
意
味
を
失
っ
た
２
％
の
物
価
目
標
を
廃
止
す
る
べ

き
だ
。
そ
も
そ
も
２
％
は
、
13
年
１
月
に
安
倍
晋
三

政
権
と
の
共
同
声
明
で
押
し
つ
け
ら
れ
た
も
の
で
、

何
の
実
証
的
根
拠
も
な
い
。
日
本
の
場
合
、
物
価
安

定
に
お
け
る
消
費
者
物
価
指
数
の
適
切
な
上
振
れ
幅

は
、
日
銀
が
長
い
間
主
張
し
、
12
年
10
月
の
民
主
党

政
権
と
の
共
同
声
明
ま
で
維
持
さ
れ
て
い
た
１
％
で

あ
る
（
詳
し
く
は
拙
著
『
試
練
と
挑
戦
の
戦
後
金
融

経
済
史
』〈
16
年
、
岩
波
書
店
〉
を
参
照
）。

　

現
在
の
成
長
と
完
全
雇
用
を
維
持
す
る
の
に
適
切

な
金
利
水
準
を
操
作
目
標
と
し
、
資
産
買
入
は
そ
の

手
段
と
し
て
運
用
す
れ
ば
よ
い
。
恐
ら
く
そ
の
金
利

水
準
は
マ
イ
ナ
ス
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
資
産
買
入

額
は
縮
小
す
る
で
あ
ろ
う
。

　

日
銀
預
金
へ
の
マ
イ
ナ
ス
金
利
の
付
利
は
ゼ
ロ
金

利
に
戻
し
、
長
期
金
利
の
目
標
を
現
行
の
ゼ
ロ
％
か

ら
プ
ラ
ス
の
領
域
に
戻
す
こ
と
か
ら
始
め
る
の
が
よ

い
。
そ
の
上
で
、
日
本
経
済
の
成
長
の
強
さ
と
完
全

雇
用
持
続
を
確
認
し
な
が
ら
、
長
短
金
利
の
操
作
目

標
を
引
き
上
げ
、
資
産
買
入
額
の
縮
小
を
進
め
る
の

だ
。
そ
う
す
れ
ば
、
米
欧
の
出
口
政
策
進
捗
に
伴
う

国
際
的
金
利
上
昇
の
波
及
も
吸
収
で
き
る
。
日
本
の

出
口
政
策
が
欧
州
よ
り
遅
れ
て
い
る
と
い
う
印
象
は

拭
わ
れ
、
過
度
の
円
安
が
進
ん
で
将
来
の
急
激
な
円

高
の
リ
ス
ク
を
溜
め
込
む
リ
ス
ク
は
避
け
ら
れ
よ

う
。

　

大
胆
な
量
的
緩
和
と
２
％
の
物
価
目
標
は
、
当
初

円
高
株
安
の
是
正
に
効
い
た
が
、
そ
の
後
、
持
続
的

成
長
と
完
全
雇
用
を
実
現
し
た
の
は
、
金
利
低
下
の

効
果
で
あ
る
。
適
切
な
金
利
水
準
を
操
作
目
標
と
す

る
限
り
、
量
的
緩
和
を
し
ぼ
り
２
％
の
物
価
目
標
を

廃
止
し
て
も
、
成
長
持
続
と
完
全
雇
用
に
悪
影
響
は

な
く
、
国
民
生
活
の
向
上
に
資
す
る
で
あ
ろ
う
。
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